















































緊急情報 放射能関連 自主回収 イベント 事業者向 その他 計
4 月 1 0 3 1 0 1 6
5 月 0 0 6 0 0 2 8
6 月 3 0 8 4 2 3 20
7 月 0 0 8 8 1 5 22
8 月 0 0 7 5 4 2 18
9 月 7 0 10 5 2 3 27
10 月 5 0 9 5 1 3 23
11 月 4 0 11 4 1 2 22
12 月 1 0 5 1 0 8 15
1 月 5 0 4 4 4 6 23
2 月 5 0 6 2 0 5 18
3 月 1 0 11 2 0 10 24
計 32 0 88 41 15 50 226
2010 年度
緊急情報 放射能関連 自主回収 イベント 事業者向 その他 計
4 月 5 0 2 1 0 11
5 月 5 0 7 2 2 2 18
6 月 7 0 4 6 3 2 22
7 月 3 0 11 9 2 5 30
8 月 3 0 11 2 2 4 22
9 月 4 0 11 3 0 4 22
10 月 6 0 6 0 0 6 18
11 月 3 0 6 4 3 6 22
12 月 7 0 10 1 4 8 30
1 月 2 0 9 2 3 7 23
2 月 1 0 10 1 3 8 23
3 月 2 2 4 0 5 0 13
計 48 2 91 31 27 63 243
2011 年度
緊急情報 放射能関連 自主回収 イベント 事業者向 その他 計
4 月 5 9 2 0 5 5 26
5 月 5 9 8 1 3 5 31
6 月 1 10 6 5 3 4 29
7 月 2 16 9 6 5 3 41
8 月 3 19 5 0 3 4 34
9 月 2 4 10 3 7 1 27
10 月 2 6 11 5 6 4 34
11 月 3 14 8 1 2 3 31
12 月 0 9 4 0 4 5 22
1 月 1 4 7 3 2 4 21
2 月 1 2 9 3 3 1 19
3 月 2 1 8 1 5 3 20
計 27 103 87 28 48 42 335
表１．大阪食の安全安心メールマガジンの情報件数




　表１に、2009 ～ 2011 年度にメールマガジンとして








年度 2 月以前は 1 件もない。また、2011 年 3 月より放
射性物質関連情報は緊急情報としてメールマガジンで送





226 件、2010 年度に 243 件であったが、2011 年度に
は 335 件と急増した。これは、放射性物質関連の件数
が増えたためである。緊急情報は年間 30~50 程度、自








































































































件数は少ないが 1 件で 1000 人以上の患者がでてしまう。















































































































































































































いて（食安監発 0714 第 1 号）
・食品に残留する農薬、飼料添加物、動
物用医薬品の成分である物質の試験法
の一部改正（食安発 0721 第 1 号）
・おもちゃにおけるフタル酸エステル
の試験法の一部改正について（食安発
0812 第 1 号）
・総アフラトキシンの試験法（食安発
0816 第 1 号）
・トウモロコシ中の総アフラトキシンの




































































































































































































































































































































引き（Q ＆ A) の一部改正」
・東日本大震災で被災し飲食店等の許
可更新を行うことができない方は平成




































メールマガジンに入ったのは、2011 年 3 月 21 日が最
初である。2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分に東北地方の
三陸沖を震源とするマグニチュード 9.0 の大地震は、陸
上で震度７の最大震度、津波高 9.3m 以上、最大遡上高












エルノブイリ原子力発電所事故 1986 年 4 月 26 日では
6500 千兆ベクレル）、¹³¹I（500 千兆ベクレル）（チエル
ノブイリ 1800 千兆ベクレル）、¹³⁴Cs（10 千兆ベクレル）、
















る。規制の対象とする各種を、半減期 1 年以上の ¹³⁴Cs（半
減期 2.1 年）、¹³⁷Cs（半減期 30 年）、⁹⁰Sr（半減期 29
















2011 年 9 月および 11 月に東京都、宮城県、福島県で、
暴露評価を行った結果、食品からの放射性セシウムの摂












食品安全委員会 2012 年 5 月より５）
　食品中の放射性物質に関する食品安全委員会のリスク
評価によると、福島原発事故後の 3 月 17 日に緊急を要
するため、暫定規制値を設定し、継続してリスク評価を
実施して 2012 年 4 月に新たな基準値を設定した５）。（図
１）暫定規制値では年間線量 5 ミリシーベルトを許容す
るものであったが、新基準値は年間 1 ミリシーベルトに
表４．原子力災害対策特別措置法に基づく出荷制限の対象食品（2012 年 10 月 19 日時点）
厚生労働省ホームページ http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001a3pj-att/2r9852000001a3rg.pdf






























































































牛肉偽装事件 2001 年、飛騨牛偽装事件 2003 年、ミー
トホープの混入ひき肉事件 2007 年、赤服餅の消費期限
偽装事件 2007 年、白い恋人の賞味期限偽装事件 2008
年、事故米流通事件 2008 年、老舗料亭の船場吉兆によ


























る。そこで、2003 年 7 月から、意見交換会などが始め
られた。2003 年度 37 回、2004 年度 51 回、2005 年度
36 回、2006 年度 26 回、2007 年度 18 回、2008 度 20
回、2009 年度 38 回、2010 年度 26 回、2011 年度 41 回、





































































１ 大阪食の安全安心メールマガジン 大阪府 2009 年 4 月から
２ e- マガジン 食品安全委員会 2006 年 6 月から毎週火曜日







７ いただきますにいがた食の安全安心通信 新潟県 平成 18 年 7 月 14 日から毎週木曜日
８ 東京都食薬 e マガジン 東京都福祉保健局 2004 年６月から
９ チーバくん食の安全・安心情報メール 千葉県
10 えひめ食の安全安心メール 愛媛県 平成 22 年 5 月から（不定期）
11 広島市食品安全情報センターニュース 広島市 月に２回程度食　品事業者向け
12 たべしず出前便 静岡市 月 1 回程度
13 メールマガジン食品安全情報 三菱化学メディエンス株式会社
14 マネジメントのマメ知識～ ISO を活用しよう、食品安全情報 有限会社アイムス






































    　http://www.pref.osaka.jp/shokuhin/shokutyuudoku/
４）「福島原子力事故調査報告書」　東京電力株式会社福島原子力
事故調査委員会　2012 年 6 月 20 日
５）「食品中の放射性物質による健康被害について」　食品安全委
員会　2012 年 5 月
６）農林水産省ホームページ http://www.maff.go.jp/j/kanbo/
joho/saigai/s_chosa/index.html
７） 厚 生 労 働 省 ホ ー ム ペ ー ジ http://www.mhlw.go.jp/stf/
houdou/2r9852000001a3pj-att/2r9852000001a3rg.pdf
８）「食の安全に関するリスクコミュニケーションの在り方に関




ン手法の確立」今村　知明　2011 年 10 月 26 日　2011 年
度食品健康影響評価技術研究成果発表会研究成果報告書、
食品安全委員会
